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決議事項
議案　剰余金の処分の件

株式会社Orchestra Holdings



株　主　各　位
証券コード：6533

2021年３月15日
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
株 式 会 社 O r c h e s t r a  H o l d i n g s

代表取締役社長 中 村 慶 郎
第12回定時株主総会招集ご通知

拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　さて、当社の定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま
す。なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会へのご出席はできるだ
け控えていただき、書面によって議決権を行使いただきますようお願い申し上げま
す。
　つきましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決
権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年３月29日（月曜日）午
後７時までに到着するようご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2021年３月30日（火曜日）午後４時（午後３時半開場予定）
２．場 所 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号恵比寿ガーデンプレイスタワー５階

株式会社Orchestra Holdings 本社会議室
（末尾記載の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第12期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２．第12期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）計算書類の内容
報告の件

決 議 事 項
議 案 剰余金の処分の件

以　上
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◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。また、資源節約のため、この「招集通知」をご持参くださいますようお願
い申し上げます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法
令及び定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://orchestra-hd.co.jp/）に掲載
しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。なお、これらの事項は、監査役が
監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類
及び計算書類に含まれております。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記ウェブ
サイトに掲載させていただきます。

◎株主総会決議通知の発送は行わず、本総会の結果は上記ウェブサイトに掲載させていただく予
定です。
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株主総会参考書類

議　案 剰余金の処分の件

　当社は株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、M&Aや新事業
領域への成長投資により株主価値の継続的向上を目指すとともに、事業拡大に関する資金需要、
経営成績及び財政状態等を総合的に勘案したうえで利益還元策を実施していきたいと考えてお
ります。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下
のとおりといたしたいと存じます。

(1)　配当財産の種類
金銭といたします。

(2)　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき７円
配当総額68,526,521円

(3)　剰余金の配当が効力を生じる日
2021年3月31日

以　上
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（添付書類）
事業報告（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及びその成果

技術進展が進むIT分野では、少子高齢化が進む中、今後IT人材不足がますます深刻化し、2030年には
45万人程度までIT人材の不足規模が拡大するとの推計結果が出ております。（出所:経済産業省委託事業
「IT人材需給に関する調査」）

また、デジタルトランスフォーメーション（DX）のトレンドが進展する中、生産性の向上や業務の効
率化を目的にクラウドファースト戦略を実行する企業が増える他、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の流行によって、「テレワークの導入」「デジタルビジネスの強化」などの喫緊の業務課
題を解決するためにパブリッククラウドサービスを活用する企業も増加しております。2020年において
は、緊急事態宣言下における一時的なIT投資の抑制、プロジェクトの遅延等の影響により、前年比15.3％
増の１兆89億に留まると予測されているものの、2019年～2024年の年間平均成長率は18.6％で推移し、
2024年の市場規模は2019年比2.4倍の２兆567億円になると予測されております。（出所：IDCJapan株
式会社「国内パブリッククラウドサービス市場 産業分野別予測、2020年～2024年」）

デジタルマーケティング領域においては、2020年のインターネット広告市場が２兆2,290億円（前年比
5.9%増：株式会社電通発表）となり、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）による一時的な広告出
稿の手控え等があったものの、他メディアよりも早く回復基調となることで、市場は拡大を続けておりま
す。またインターネット広告市場のうち、当社グループの主力サービスである運用型広告市場についても
１兆4,558億円（前年比9.7%増：株式会社電通発表）とコロナ禍においても伸長を続けており、広告のデ
ジタル化の流れは今後も続いていくものと判断しております。

このような環境のもと、デジタルトランスフォーメーション事業においては、引き続きクラウドインテ
グレーション分野の強化を進めるとともに、人材採用による開発体制の拡充、海外展開も進める等、当社
グループにおける成長事業としての確立を推進してまいりました。デジタルマーケティング事業において
は、主力サービスである運用型広告を中心に引き続き拡販を進めるとともに、MA/CRM支援を含むマー
ケティング全体の最適化を支援する体制を強化してまいりました。その他の事業では、プラットフォーム
事業における新規ユーザー獲得のためのプロモーション施策を行うほか、新規事業への成長投資を行って
まいりました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は11,825,546千円（前期比26.6％増）、営業利益686,298千円
（前期比30.0％増）、経常利益683,279千円（前期比27.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益
435,602千円（前期比58.5％増）となりました。
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　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
①　デジタルトランスフォーメーション事業

当事業においては、事業開始からM&Aを推進し、同時にIT人材の採用を行うことで開発体制の拡充
を進めてまいりました。IT利活用の多様化・高度化に伴い拡大するIT需要を取り込み、各種Webシス
テム開発、スマホアプリ開発、クラウドインテグレーション等の案件受注が順調に拡大しております。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は3,390,696千円（前期比35.8％増）、セグメント利益（営業
利益）は487,410千円（前期比34.0％増）となりました。

②　デジタルマーケティング事業
当事業においては、インターネット広告市場が堅調に伸長する環境のもと、主力サービスである運用

型広告を中心に、既存取引先からの受注額の増額や新規取引先の獲得が順調に推移しております。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は7,955,716千円（前期比22.1％増）、セグメント利益（営業
利益）は、1,158,936千円（前期比29.0％増）となりました。

③　その他
その他の事業においては、「チャットで話せる占いアプリ－ウラーラ」を主力としたプラットフォー

ム事業や、新規事業として、タレントマネジメントシステム「スキルナビ」の開発・販売、M&Aプラ
ットフォーム「Concerto」の開発・運営などに取り組んでおります。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は496,774千円（前期比33.1％増）、セグメント利益（営業利
益）は、46,301千円（前期比247.1％増)となりました。

２．重要な組織再編等の状況
　当社の子会社である株式会社Sharing Innovationsは、2020年5月26日付でMulodo Vietnam Co.,Ltd.
（現Sharing Innovations Vietnam Co.,Ltd.）の持分を取得し、完全子会社といたしました。
　当社は、2020年10月16日をもって株式会社クラウドアーチを設立し、同社の発行済株式の60％を取得
し、連結子会社といたしました。
　株式会社クラフトリッジは、2020年3月31日付で清算結了しております。
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３．財産及び損益の状況
(1)　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 ９ 期
(2017年12月期)

第 10 期
(2018年12月期)

第 11 期
(2019年12月期)

第 12 期
(当連結会計年度)
(2020年12月期)

売 上 高（百万円） 5,897 7,255 9,339 11,825

経 常 利 益（百万円） 363 455 534 683

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益（百万円） 241 326 274 435

１株当たり当期純利益 （円） 28.55 38.45 31.63 47.29

総 資 産（百万円） 2,168 2,702 3,762 4,689

純 資 産（百万円） 783 1,111 1,349 1,885

１株当たり純資産額 （円） 92.41 128.77 147.79 186.23

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しており、小数点第２位未満を四捨五入
して表示しております。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数により算出しており、小数点第２位未満を四捨五入して表
示しております。

３．当社は、2017年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合、2018年９月１日付で普通株式１株に
つき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第９期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、
１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。
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(2)　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 ９ 期
(2017年12月期)

第 10 期
(2018年12月期)

第 11 期
(2019年12月期)

第 12 期
(当事業年度)
(2020年12月期)

売 上 高（百万円） 3,050 404 441 618

経 常 利 益（百万円） 181 6 0 △28

当 期 純 損 益（百万円） 120 0 △9 △72

１株当たり当期純利益 （円） 14.32 0.05 △1.11 △7.83

総 資 産（百万円） 1,182 1,536 2,531 3,563

純 資 産（百万円） 669 672 628 537

１株当たり純資産額 （円） 79.11 77.93 68.66 54.94

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しており、小数点第２位未満を四捨五入
して表示しております。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数により算出しており、小数点第２位未満を四捨五入して表
示しております。

３．当社は、2017年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合、2018年９月１日付で普通株式１株に
つき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第９期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、
１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。
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４．対処すべき課題
⑴　デジタルトランスフォーメーション事業

　　①　新技術への対応
　当社グループが属する業界では技術革新が絶え間なく行われており、近年はＩｏＴ（注１）やＶＲ（注２）
の進展、ＡＩ（人工知能）の活用等により、テクノロジーの進化が進んでおります。
　このような事業環境のもとで、当社グループが継続的に事業を拡大していくためには、新技術に適時に対
応していくことが必要であると認識しており、新技術及び新サービスの開発を継続的に行うとともに、優秀
な人材の確保に取り組んでおります。

（注）１．ＩｏＴとは、Internet of Thingsの略で、あらゆる物がインターネットを通じて繋がることによって実現する新たなサービ
ス、ビジネスモデル、またはそれを可能とする要素技術の総称であります。

　　２．ＶＲとは、Virtual Realityの略称であり、人間の感覚器官に働きかけ、現実ではないが実質的に現実のように感じられる　
　　　環境を人工的に作り出す技術の総称であります。

⑵　デジタルマーケティング事業
①　マーケティング支援体制の強化

　当社グループは、インターネット広告代理事業を行うだけでなく、データ解析及び細分化された仮説検
証による独自のマーケティングメソッドに基づくコンサルティングを実施することにより、ユーザー視点
に立脚した戦略立案、専門部隊による運用、綿密な分析に基づく改善提案により、クライアント企業とそ
の顧客・ユーザーとの間に最適なコミュニケーションを設計してまいりました。今後も、MA/CRM支援
を含むマーケティング全体の最適化を支援する体制をさらに強化するとともに、新たな技術やツールに柔
軟に対応したサービスの提供を推進してまいります。

　　②　インターネット広告市場におけるシェア拡大
　我が国の広告支出においては、2020年のインターネット広告市場が２兆2,290億円（前年比5.9%増：株
式会社電通発表）となり、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）による一時的な広告出稿の手控え等
があったものの、他メディアよりも早く回復基調となることで、市場は拡大を続けております。またイン
ターネット広告市場のうち、当社グループの主力サービスである運用型広告市場についても１兆4,558億
円（前年比9.7%増：株式会社電通発表）とコロナ禍においても伸長を続けております。
　このような環境の中、当社グループの業績も堅調に伸長しておりますが、拡大中のデジタルマーケティ
ング市場における需要の取り込みを更に加速させてまいります。

⑶　海外展開への対応
　経済活動のグローバル化に伴い、当社グループにおいても、海外市場への対応が必要であると認識してお
ります。かかる課題に対して、当社グループでは市場調査等を引き続き進め、海外における事業体制の強化
等を検討しております。なお、デジタルトランスフォーメーション事業においては、当社子会社の株式会社
Sharing Innovationsが、ベトナム社会主義共和国にシステム開発を行う子会社を１社有しております。
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⑷　人材確保と人材育成
　当社グループの企業規模の拡大及び成長のためには、高付加価値なサービスを提供し、継続的に高い顧客
満足度を得る必要があると考えております。そのためには、社員全員が経営理念や経営方針を深く理解し、
チームワークを発揮していく必要があります。当社グループでは、採用活動を積極的に推進するとともに、
社員への教育体制の整備及び改善を図り、チームを構成する個々人の才能を伸ばす取り組みを推進してまい
ります。

⑸　内部管理体制の強化
　当社グループは、今後もより一層の企業規模の拡大及び成長を見込んでおります。そのため、企業規模拡
大に応じた内部管理体制の構築を図るために、コーポレート・ガバナンスを重視し、リスクマネジメントの
強化、並びに金融商品取引法における内部統制報告制度の適用等も踏まえた内部統制の継続的な改善及び強
化を推進してまいります。
　また、当社の事業に関連する法規制や社会的要請等の環境変化にも対応すべく、内部管理体制の整備及び
改善に努めてまいります。

５．主要な事業内容（2020年12月31日現在）
事 業 内 容 主 な サ ー ビ ス

デジタルトランスフォーメー
シ ョ ン 事 業 クラウドインテグレーション、WEBシステム開発、アプリ開発

デジタルマーケティング事業 運用型広告、ＳＥＯコンサルティング、クリエイティブサービス

そ の 他 プラットフォーム事業、タレントマネジメントシステム、新規事業等
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６．主要な事業所及び使用人の状況（2020年12月31日現在）
⑴　主要な事業所

①　当社
本社：東京都渋谷区

②　子会社
株式会社デジタルアイデンティティ
（本社：東京都渋谷区、支社：九州支社（福岡県福岡市）、大阪支社（大阪府大阪市））
株式会社Sharing Innovations
（本社：東京都渋谷区、支社：福岡オフィス（福岡県福岡市）、大分オフィス（大分県大分市）、広島
オフィス（広島県広島市））
株式会社Orchestra Investment（本社：東京都渋谷区）
株式会社ワン・オー・ワン（本社：東京都渋谷区）
株式会社Concerto Partners（本社：東京都渋谷区）
株式会社クラウドアーチ（本社：東京都渋谷区）

⑵　使用人の状況
　①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減
デジタルトランスフォーメー
シ ョ ン 事 業

222名 64名増加

デジタルマーケティング事業 123名 30名増加

そ の 他 15名 増減なし

全 社 （ 共 通 ） 14名 4名増加

合 計 374名 98名増加
　（注）１．使用人数は、契約社員を含む就業人員数であります。臨時雇用者は当連結会計年度の平均人数が
　　　　　　使用人数の10％に満たないため、記載を省略しております。
　　　　２．全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門の使用人であります。

②　当社の使用人の状況
使　用　人　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

14名 4名増加 33.3歳 1.3年

10



７．重要な親会社及び子会社の状況
⑴　親会社の状況

　該当事項はありません。

⑵　重要な子会社の状況

名 称 住 所
資本金または
出 資 金
（百万円）

主 要 な 事 業 の 内 容
議 決 権 の
所 有 割 合

（％）
株式会社デジタルアイデン
ティティ 東京都渋谷区 110 デジタルマーケティング事業 100.0

株 式 会 社 S h a r i n g  
Innovations 東京都渋谷区 330

デジタルトランスフォーメー
ション事業、プラットフォー
ム事業

100.0

株 式 会 社 O r c h e s t r a  
Investment 東京都渋谷区 47 投資事業 100.0

株式会社ワン・オー・ワン 東京都渋谷区 51 タレントマネジメントシステ
ムの開発、販売 100.0

株 式 会 社 C o n c e r t o  
Partners 東京都渋谷区 16 M&Aプラットフォーム事業 100.0

株式会社クラウドアーチ 東京都渋谷区 50
クラウド型コンタクトセンタ
ーに関する開発、設計、構築、
運用

60.0

（注）１．株式会社Orchestra Investmentは、2020年2月20日付で増資を行い、資本金が増加しております。
２．2020年10月16日付で株式会社クラウドアーチを子会社として設立しております。
３．株式会社ワン・オー・ワンは、2020年12月22日付で増資を行い、資本金が増加しております。
４．株式Concerto Partnersは、2020年2月20日付及び2020年12月22日付で増資を行い、資本金が増加

しております。
５．当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

特定完全子会社の名称 株式会社Sharing Innovations
特定完全子会社の住所 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
当社及び当社の完全子会社における特定
完全子会社の株式の帳簿価額の合計額 782百万円

当社の総資産額 3,563百万円
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８．主要な借入先及び借入額（2020年12月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 481,460千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 190,000千円

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２ 株式に関する事項

①　発行可能株式総数 31,000,000株
　②　発行済株式の総数 9,789,600株

（注）ストックオプションの行使により、発行済株式の総数は633,200株増加しております。
③　当事業年度末の株主数 5,927名

　④　上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

中 村 慶 郎 1,916,400株 19.58％

佐 藤 亨 樹 1,916,400株 19.58％

慶 キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 775,200株 7.92％

T S K  c a p i t a l 株 式 会 社 775,200株 7.92％

脇 山 季 秋 390,000株 3.98％

鈴 木 謙 司 341,000株 3.48％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 268,000株 2.74％

S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 225,100株 2.30％

松 井 証 券 株 式 会 社 182,200株 1.86％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 145,000株 1.48％

（注）持株比率は自己株式（97株）を控除して計算しております。
⑤　その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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３ 新株予約権等に関する事項
１．当事業年度末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容

の概要

名 称 第 ３ 回 新 株 予 約 権

新 株 予 約 権 の 数 2,242個

保 有 人 数
当 社 取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 4名

新 株 予 約 権 の 目 的 で あ る 株 式 の 種 類 及 び 数 当社普通株式　　　224,200株

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額 新株予約権１個当たり7円

権 利 行 使 時 １ 株 当 た り の 行 使 価 額 866円

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 　　　　　　　自　2020年４月１日
　　　　　　　至　2024年３月31日

新 株 予 約 権 の 主 な 行 使 条 件 （注）
（注）新株予約権の主な行使条件
　　　　①　2019年12月期から2022年12月期のいずれかの事業年度において、当社の連結営業利益の額が10
　　　　　　億円を超過した場合：割当を受けた本新株予約権の50％。
　　　　　　割当日から本新株予約権の権利行使期間が満了するまでの期間のいずれかの時点において、金融商
　　　　　　品取引所における当社の時価総額が250億円を超過し、かつ、上記の条件も充足されている場合　
　　　　　　（その前後を問わない。）：割当を受けた新株予約権の100％

②　新株予約権は、発行時に割当を受けた者（以下、「本新株予約権者」という）において、これを行
使することを要し、本新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

③　新株予約権行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを
要する。ただし、定年退職その他正当な理由のある場合で、当社の取締役会の承認を得た場合はこ
の限りではない。

２．当事業年度中に当社使用人に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容
の概要
記載すべき重要な事項はありません。

３．その他新株予約権等に関する重要な事項
　記載すべき重要な事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役

地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 中 村 慶 郎
株式会社Sharing Innovations取締役、
株式会社Orchestra Investment代表取
締役、株式会社クラウドアーチ代表取締
役

代 表 取 締 役 佐 藤 亨 樹
株式会社ネクシーズグループ取締役、株
式会社Orchestra Investment代表取締
役

取 締 役 鈴 木 謙 司 デジタルマーケティング
事 業 担 当

株式会社デジタルアイデンティティ代
表取締役

取 締 役 C F O 五 代 儀 　 直 　 美 株式会社Orchestra Investment取締役

取 締 役 若 松 俊 樹 Saltus法律事務所代表、ニューラルポケ
ット株式会社監査役

常 勤 監 査 役 中 　 島 　 由 紀 子

株式会社デジタルアイデンティティ監
査役、株式会社Sharing Innovations監
査役、株式会社Orchestra Investment
監査役、株式会社ワン・オー・ワン監査
役、中島公認会計士事務所代表

監 査 役 杉 浦 直 樹
株式会社アセットプライム代表取締
役、税理士法人アセットプライム代表社
員、杉浦公認会計士事務所代表

監 査 役 岩 　 波 　 竜 太 郎 岩波公認会計士事務所代表、アイプラス
アドバイザリー株式会社代表取締役

（注）１．取締役若松俊樹氏は、社外取締役であります。
　　　２．取締役若松俊樹氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するもので

あります。
３．監査役中島由紀子氏、杉浦直樹氏及び岩波竜太郎氏は、社外監査役であります。
４．監査役中島由紀子氏、杉浦直樹氏及び岩波竜太郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有するものであります。
５．取締役若松俊樹氏、監査役中島由紀子氏、杉浦直樹氏及び岩波竜太郎氏につきましては、東京証券取

引所に対し、独立役員として届け出ております。
６．取締役若松俊樹氏、監査役中島由紀子氏、杉浦直樹氏及び岩波竜太郎氏が兼職している他の法人等と

当社との間には、特別な関係はありません。
７．代表取締役社長中村慶郎氏は、2021年２月２日付で株式会社Sharing Innovationsの取締役を辞任に

より退任いたしました。
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２．責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役及び監査役全員と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める額を責任の限度としています。

３．当事業年度に係る役員の報酬等の総額
区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

5人
（1人）

132,007千円
（3,000千円）

監 査 役 4人 12,600千円

計 9人 144,607千円

（注）１．監査役については全員が社外監査役であるため、内数は記載しておりません。
２．上表には、2020年３月27日開催の第11回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名（うち

社外監査役１名）を含んでおります。
３．上表の報酬等の総額には、ストック・オプション報酬に係る費用計上額21,007千円（取締役（社外取

締役を除く）４名）が含まれております。

４．各社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 若 松 俊 樹
当事業年度開催の取締役会24回すべてに出席し、主に弁護士としての専
門的見地から、当社のコンプライアンス体制等の構築・維持についての
発言を行っております。

監査役 中 　 島 　 由 紀 子

当事業年度開催の取締役会20回、監査役会10回すべてに出席し、必要に
応じ、主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会において当社
の経理・コンプライアンス体制の構築・維持についての発言を行ってお
ります。また、監査役会において、内部監査やコンプライアンス体制な
どについて適宜必要な発言を行っております。

監査役 杉 浦 直 樹

当事業年度開催の取締役会24回、監査役会14回すべてに出席し、必要に
応じ、主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会において当社
の経理・コンプライアンス体制の構築・維持についての発言を行ってお
ります。また、監査役会において、内部監査やコンプライアンス体制な
どについて適宜必要な発言を行っております。

監査役 岩 　 波 　 竜 太 郎

当事業年度開催の取締役会24回、監査役会14回すべてに出席し、必要に
応じ、主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会において当社
の経理・コンプライアンス体制の構築・維持についての発言を行ってお
ります。また、監査役会において、内部監査やコンプライアンス体制な
どについて適宜必要な発言を行っております。
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５．社外役員の報酬等の総額
支 給 人 数 報 酬 等 の 額

社 外 役 員 の 報 酬 等 の 総 額 等 5人 15,600千円

６．記載内容についての社外役員の意見
　記載すべき重要な事項はありません。

５ 会計監査人の状況
１．会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29,160千円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 43,790千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る会計
監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度
の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務執
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他必要があると判断した場合は、会計監査
人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会
に提出いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし
ます。
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６ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びにその他業務の適
正を確保するために必要な体制（内部統制システム）を整備しております。なお、当社では、「内部統制シ
ステムの整備に関する基本方針」として、以下の内容を取締役会において決議しております。

①　当社並びに子会社（以下、「当社グループ」という。）の取締役、使用人の職務の執行が、法令及び定款
に適合することを確保するための体制

⒜　当社は、当社グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、法令、就
業規則、コンプライアンス等に関する社内基準を設け、職制に基づいてこれらの周知及び実践的運用を
行う体制を構築する。

⒝　当社は、「取締役会規程」を始めとする社内規程を制定し、取締役会に監査役が出席することを定め、
また、各取締役が相互に牽制することにより取締役の業務執行を監督する。

⒞　当社は、コーポレートマネジメント部門をコンプライアンスの統括部署とし、法令遵守体制の構築を目
的として「コンプライアンス規程」を定め、当社グループの役職員の関係法令、社会規範及び社内諸規
程等の遵守、浸透を図る。あわせてグループ内における不正行為等を早期に発見するため、内部通報制
度を設けており、通報内容には適時適切に対応する。

⒟　当社は、内部監査室をして、当社グループにおける各部門及び各拠点を対象に、当社グループの役職員
の職務執行の適切性を確保するため、「内部監査規程」に基づき内部監査を実施する。また、同部門は
必要に応じて会計監査人と情報交換し、効率的な内部監査を実施する。

⒠　当社は、「反社会的勢力との取引防止規程」及び「コンプライアンス規程」を設けており、社会の秩序
や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対して毅然とした姿勢で臨むことを掲げ、反社会的勢力と
の関係排除に取り組むものとする。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録、監査役会議事録、その他重要な書類等の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理は、
文書管理規程、情報セキュリティ管理規程、個人情報保護規程、内部情報管理規程等に従い、文書または電
磁的記録により、保存及び管理する。

③　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、取締役会が当社グループ全体のリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、これに従い当社各
部門及びグループ各社を管掌する取締役がリスク管理を行うとともに、内部通報制度を設けることによりリ
スク情報を一元的に管理し、多様なリスクを可能な限り未然に防止し、危機発生時は企業価値の毀損を極小
化するための体制を整備する。
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④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⒜　当社は、定例取締役会を毎月１回開催し、法令及び定款が求める事項並びに当社及びグループ各社の重

要な政策事項などを決定するとともに、機動的に意思決定を行うため、臨時取締役会を開催するものと
し、適切な職務執行が行える体制を確保する。

⒝　日常の職務の執行において、取締役会の決定に基づく職務の執行を効率的に行うため、業務分掌規程及
び職務権限規程等の社内諸規程に基づき、権限の委譲を行い、各レベルの責任者が意思決定ルールに則
り業務を分担する。

⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正性を確保するための体制並びに子会社の取締役、執
行役、業務を執行する社員の職務の執行に係る事項の当社への報告体制

⒜　当社は、当社グループ会社管理に関する基本事項を定めた関係会社管理規程を定める。
⒝　当社は、関係会社管理規程に基づき、必要に応じて役員や使用人の派遣、議決権行使、グループ会社か

らの報告の受領並びに業務執行への指示等を行う。
⒞　当社は、関係会社管理規程に基づき、グループ会社における重要事項を適時報告させる。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその
使用人の取締役からの独立性並びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保に関する事項

⒜　監査役の職務を補助すべき使用人は、必要に応じてその人員を確保する。
⒝　当該使用人が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委嘱されたものとし、その期間中

の当該使用人の人事評価については、監査役の同意を得るものとする。ただし、監査役を補助する使用
人を兼務する使用人は、監査役による指示業務を優先して従事するものとする。

⑦　監査役への報告に関する体制、並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制

⒜　当社グループの取締役及び使用人は、取締役会及びその他重要な会議において、または各監査役の要請
に応じて必要な報告及び情報提供を行う。

⒝　監査役への報告・情報提供は以下のとおりとする。
・重要な機関決定事項
・経営状況のうち重要な事項
・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
・内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項
・重大な法令・定款違反
・内部通報窓口その他への相談、通報状況等
・その他、重要事項

　監査役へ報告を行った者について、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わないものとする。
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⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役が監査役及び監査役を補助する使用人の職務の執行について生じる前払いまたは債務の償還を請求
　したときは、その必要が認められない場合を除き、原則として速やかにこれを処理する。

⑨　その他監査役の監査が効率的に行われることを確保するための体制
⒜　当社は、監査役の業務の遂行にあたり、当社各部門及びグループ各社に立ち入り、重要な取引先等の調

査、また、弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境の提供、その他の事項について監
査役が協力を求める場合は、可能な限り他の業務に優先して監査役に協力する。

⒝　当社は、監査役が、取締役会を始め、重要な会議に出席することを妨げないものとする。
⒞　監査役は、定期的に会計監査人から監査の状況報告を受けることにより、監査環境を整備し監査の有効

性、効率性を高める。

⑩　財務報告の適正性を確保するための体制
　当社は、財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法及び関係法令に基づく内部統制報告制度を有
効かつ適切に運用するために、財務報告に係る内部統制の評価・報告体制を準備し、継続的に整備・運用評
価・有効性の確認を行い、必要があれば改善を行うものとする。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
　当社は、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、当事業年度（2020年１月１日
から2020年12月31日まで）において、その基本方針に基づき以下の具体的な取組みを行っております。

⒜　主な会議開催状況として、取締役会は24回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保しました。その
他、監査役会を14回開催いたしました。

⒝　監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役社長及び他の
取締役、会計監査人との間で意見交換会を実施し、情報交換等の連携を図っております。

⒞　内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び子会社の業務の監査、内部統制監査を実施いた
しました。

７ 株式会社の状況に関する重要な事項
記載すべき重要な事項はありません。

＜備考＞
　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年12月31日　現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

仕 掛 品

預 け 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

3,365,438

1,413,863

1,674,888

19,477

145,511

111,696

1,323,651

87,187

64,007

23,179

608,172

596,312

11,860

628,291

382,574

37,760

207,956

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 2,239,073

買 掛 金 1,272,728
短 期 借 入 金 28,000
１年内返済予定の長期借入金 233,360
未 払 法 人 税 等 196,291
未 払 消 費 税 等 134,992
賞 与 引 当 金 34,124
そ の 他 339,576

固 定 負 債 564,868
長 期 借 入 金 529,800
そ の 他 35,068

負 債 合 計 2,803,941
（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 1,743,231
資 本 金 194,578
資 本 剰 余 金 121,832
利 益 剰 余 金 1,426,921
自 己 株 式 △102

その他の包括利益累計額 79,824
その他有価証券評価差額金 79,441
為替換算差額調整勘定 382

新 株 予 約 権 26,803
非 支 配 株 主 持 分 35,289
純 資 産 合 計 1,885,148

資 産 合 計 4,689,089 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,689,089
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連 結 損 益 計 算 書
（自2020年１月１日　至2020年12月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 11,825,546
売 上 原 価 9,315,455
売 上 総 利 益 2,510,090
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,823,792
営 業 利 益 686,298
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 20
還 付 加 算 金 335
補 助 金 収 入 2,645
固 定 資 産 売 却 益 578
ポ イ ン ト 失 効 益 1,210
そ の 他 647 5,438

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,073
支 払 手 数 料 1,807
為 替 差 損 1,361
事 務 所 移 転 費 用 1,710
そ の 他 504 8,456

経 常 利 益 683,279
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 53,165 53,165
特 別 損 失

減 損 損 失 1,936
投 資 有 価 証 券 評 価 損 33,029 34,966

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 701,479
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 264,780
法 人 税 等 調 整 額 1,605 266,386
当 期 純 利 益 435,093
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △509
親会社株主に帰属する当期純利益 435,602
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貸 借 対 照 表
（2020年12月31日　現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
貸 倒 引 当 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

1,731,253
67,482

1,264,331
23,423

217,380
△11,479
170,115

1,832,077
87,081
63,904
23,177
7,663
7,663

1,737,332
1,547,027

2,951
187,353

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 2,491,235

短 期 借 入 金 19,000
１年内返済予定の長期借入金 233,360
関 係 会 社 短 期 借 入 金 2,106,640
未 払 金 69,787
未 払 費 用 38,621
未 払 配 当 金 197
未 払 消 費 税 等 5,871
未 払 法 人 税 等 2,194
預 り 金 14,564
賞 与 引 当 金 1,000

固 定 負 債 534,309
長 期 借 入 金 529,800
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 4,509

負 債 合 計 3,025,544
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 512,375
資 本 金 194,578
資 本 剰 余 金 121,833

資 本 準 備 金 121,833
利 益 剰 余 金 196,065

そ の 他 利 益 剰 余 金 196,065
繰 越 利 益 剰 余 金 196,065

自 己 株 式 △102
新 株 予 約 権 25,412
純 資 産 合 計 537,787

資 産 合 計 3,563,331 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,563,331
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損 益 計 算 書
（自2020年１月１日　至2020年12月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 618,396

営 業 費 用 629,729

営 業 損 失 △11,332

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,064

補 助 金 収 入 1,000

そ の 他 17 4,082

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,114

支 払 手 数 料 1,807

事 務 所 移 転 費 用 1,710 21,631

経 常 損 失 △28,882

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 34,974

そ の 他 116 35,091

税 引 前 当 期 純 損 失 △63,973

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,099

法 人 税 等 調 整 額 4,023 8,122

当 期 純 損 失 △72,096
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2021年２月25日
株式会社Orchestra Holdings

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 津 美 香 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 居 幹 也 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社Orchestra Holdingsの２０２０年１月

１日から２０２０年１２月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社Orchestra Holdings及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2021年２月25日
株式会社Orchestra Holdings

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 津 美 香 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 居 幹 也 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Orchestra Holdingsの２０２０

年１月１日から２０２０年１２月３１日までの第１２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年１月１日から2020年12月31日までの第12期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等との意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年２月26日
株式会社Orchestra Holdings　監査役会

常 勤 監 査 役
(社外監査役) 中 島 由 紀 子 ㊞

監 査 役
(社外監査役) 杉 浦 直 樹 ㊞

監 査 役
(社外監査役) 岩 　 波 　 竜 太 郎 ㊞

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

会　場 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 恵比寿ガーデンプレイスタワー５階
株式会社Orchestra Holdings 本社会議室

交　通
●ＪＲ山手線・埼京線 恵比寿駅東口から

恵比寿スカイウォークで徒歩約５分
●東京メトロ日比谷線 恵比寿駅１番出口から

正面のエスカレーターに乗り、ＪＲ恵比寿駅東口から
恵比寿スカイウォークで徒歩約10分

恵比寿
ガーデンプレイス

タワー

恵比寿三越

至 目黒東京都写真美術館至 渋谷

東京メトロ日比谷線
恵比寿駅

JR山手線

１番出口

JR恵比寿駅
東口

恵比寿スカイウォーク

サッポロビール本社

恵比寿ガーデンプレイス

駒
沢
通
り

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


